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は じ め に
　 日 本 に お け る 雇 用 形 態 の 変 化 を み る と、 長 期 に わ た る 経 済 低 迷 の も と 経 費 削 減
や 人 員 調 整 の し や す さ が 優 先 さ れ、非 正 規 雇 用 者 の 増 加 が も た ら さ れ た。 一 方 で、
近 年 の 働 き 方 改 善 の 取 り 組 み に よ り、 労 働 者 に 働 き 方 の 選 択 肢 を も た ら す 動 き も
み ら れ る。
　 本 論 文 で は、1980 年 代 以 降 の 日 本 に お け る 雇 用 形 態 の 変 化 を 確 認 し、 そ の 上
でそうした変化を生み出した要因を分析し、今後の雇用形態のあり方を展望する。 
　 論 文 の 構 成 は 次 の 通 り で あ る。 第 1 章 で 日 本 の 雇 用 形 態 に つ い て 説 明 し、 第
2 章 で 雇 用 形 態 の 変 化 を み る。 第 3 章 で 雇 用 形 態 の 変 化 要 因 を 明 ら か に し、 第 4
章 で 非 正 規 雇 用 者 の 役 割 と 多 様 化 し て い る 正 社 員 に つ い て 述 べ、 お わ り に 雇 用 形
態 の 変 化 に つ い て ま と め る。
第 １ 章 日 本 の 雇 用 形 態
　 雇 用 形 態 と は、 企 業 と 従 業 員 が 締 結 す る 雇 用 契 約 の 採 用 種 別 の こ と を い う
１
。
ま た 厚 生 労 働 省
２
で は、 雇 用 形 態 に つ い て 常 用 労 働 者
３
を 「正 社 員 ・ 正 職 員」 と 「正
社 員・正 職 員 以 外」に 区 分 し て い る と 説 明 し て い る（図 1）。 こ こ で い う「正 社 員・
正 職 員」 は 直 接 雇 用 で あ り 労 働 契 約 に 期 間 の 定 め が な く、 フ ル タ イ ム で 働 く 労 働
者 を 指 し て い る。
「正 規 雇 用」 は 「正 社 員・正 職 員」 と 同 じ こ と を 指 し、 そ れ 以 外 を 「非 正 規 雇 用」
と す る。 た だ し 「正 規」・「非 正 規」 と い う 区 分 は、 統 計 上 の 労 働 者 の 区 分 と し
て の 整 理 で あ り、 法 律 上 定 義 さ れ て い な い こ と に 留 意 す る 必 要 が あ る。
１　コ ト バ ン ク ビ ジ ネ ス 用 語 集 「雇 用 形 態」 よ り
２　厚生 労 働 省 「平 成 27 年 賃 金 構 造 基 本 統 計 調 査 結 果 の 概 要 用 語 の 定 義」
３　常 用 労 働 者 と は、1． 期 間 を 定 め ず に 雇 わ れ て い る 労 働 者 2．1 か 月 を 超 え る 期 間
を 定 め て 雇 わ れ て い る 労 働 者 3． 日 々 又 は 1 か 月 以 内 の 期 間 を 定 め て 雇 わ れ て い る
労 働 者 の う ち、4 月 及 び 5 月 に そ れ ぞ れ 18 日 以 上 雇 わ れ た 労 働 者 （厚 生 労 働 省 「平
成 27 年 賃 金 構 造 基 本 統 計 調 査 　 結 果 の 概 況 　 主 な 用 語 の 定 義」 よ り）
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（出典）厚生労働省 「平成 27 年賃金構造基本統計調査 結果の概況 用語の定義」
第 ２ 章 雇 用 形 態 の 変 化
第 １ 節 　 雇 用 形 態 別 雇 用 者 数 ・ 割 合 の 変 化
　ⅰ．男女合計
　 正 規 の 職 員 ・ 従 業 員 は、1984 年 の 3333 万 人 か ら 1997 年 の 3812 万 人 ま で 増 加 し た
後、2014 年 に は 3298 万 人 ま で 減 少 し た。 一 方、 非 正 規 の 職 員 ・ 従 業 員 は、1984 年 の 
604 万 人 か ら 増 加 し 続 け、2017 年 に は 2036 万 人 と な っ た。 正 規 の 割 合 は 1984 年 の 
84.7％ か ら 2017 年 に は 62.8% に ま で 低 下 し、反 対 に 非 正 規 の 割 合 は 15.3％ か ら 37.2％
ま で 上 昇 し た。 
　
　ⅱ．男性
　 正 規 の 職 員・従 業 員 は、1984 年 の 2335 万 人 か ら 1997 年 の 2639 万 人 ま で 増 加 し た 後、
2014 年 に は 2275 万 人 ま で 減 少 し た。 一 方、 非 正 規 の 職 員 ・ 従 業 員 は、1984 年 の 195
万 人 か ら 増 加 し、2017 年 に は 647 万 人 と な っ た。 正 規 の 割 合 は 1984 年 の 92.3% か ら
2017 年 に は 78.2% に ま で 低 下 し た。 か つ て は 男 性 雇 用 者 の ほ と ん ど が 正 規 で あ っ た こ
と が わ か る。 反 対 に 非 正 規 の 割 合 は、1984 年 の 7.7％ か ら 2017 年 に は 21.8％ ま で 上
昇 し た。 
　 
　ⅲ．女性
　 正 規 の 職 員 ・ 従 業 員 は、1984 年 の 998 万 人 か ら 1997 年 の 1172 万 人 に 増 加 し た 後、
2005 年 ま で に 1018 万 人 ま で 減 少 し た。 一 方、 非 正 規 の 職 員 ・ 従 業 員 は、1984 年 の
408 万 人 か ら 増 加 し 続 け、2017 年 に は 1389 万 人 と な っ た。 正 規 の 割 合 は 1984 年 の
71.0％ か ら 2017 年 に は 44.5% に ま で 低 下 し、反 対 に 非 正 規 の 割 合 は 29.0％ か ら 55.5％
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第 ２ 節 年 齢 別 雇 用 形 態 別 雇 用 者 数 ・ 割 合 の 変 化
　 年 齢 階 層 別 に 正 規 ・ 非 正 規 の 内 訳 の 推 移 を 見 る と、 全 年 齢 層 の 雇 用 者 の 非 正 規
の 割 合 は 増 加 し て い る が、 特 に 若 年 層 (15~24 歳） と 高 年 齢 者 （55 歳 以 上） の 非




15 ～ 24 歳 
　 正 規 の 職 員 ・ 従 業 員 の 雇 用 者 数 が 1988（ 昭 和 63） 年 の 512 万 人 か ら 2017（ 平 成
29） 年 に は 236 万 人 へ と 大 幅 に 減 少 し て い る。 一 方 で、 非 正 規 の 職 員 ・ 従 業 員 の 雇
用 者 数 は 1988（ 昭 和 63） 年 に 106 万 人 で あ っ た の が 2017（ 平 成 29） 年 に は 239 万
人 ま で 増 加 し た。1988（昭 和 63） 年 に は 正 規 雇 用 者 が 82.8% を 占 め て い た の に 対 し、
2017（平 成 29）年 に は 非 正 規 雇 用 者 が 50.3% を 占 め、半 数 以 上 が 非 正 規 雇 用 者 と な っ た。
　
55 歳～ 64 歳
　正 規 の 職 員 ・ 従 業 員 の 雇 用 者 数 は 1988（ 昭 和 63） 年 か ら 2017（ 平 成 29） 年 ま で
微 増 傾 向 に あ る。 非 正 規 の 職 員 ・ 従 業 員 の 雇 用 者 数 は 1988（ 昭 和 63） 年 の 115 万 人
か ら 2017（ 平 成 29） 年 に は 417 万 人 へ と 大 幅 に 増 加 し て い る。 正 規 雇 用 者 の 割 合 は
1988（昭 和 63）年 の 72.7% か ら 年 々 減 少 し、2017（平 成 29）年 に は 53.1% に ま で 下 が っ
た。 一 方、 非 正 規 雇 用 者 の 割 合 は 1988（昭 和 63） 年 の 27.3% か ら 2017（平 成 29） 年
時 点 で は 46.9% を 占 め て い る。
65 歳以上
　正 規 と 非 正 規 の 職 員 ・ 従 業 員 の 雇 用 者 数 は 1988（昭 和 63） 年 に そ れ ぞ れ 36 万 人 と
34 万 人 で あ っ た が、2017（平 成 29）年 に は そ れ ぞ れ 103 万 人 と 305 万 人 ま で 増 加 し た。
特 に 非 正 規 雇 用 者 数 の 増 加 が 著 し い こ と が わ か る。1988（昭 和 63） 年 に 正 規 雇 用 者 が
51.4% と 半 数 を 占 め て い た が、2017（平 成 29） 年 に は 非 正 規 雇 用 者 が 74.8% と 7 割 を
超 え た。
第 ３ 章 　 雇 用 形 態 の 変 化 の 要 因
 
　 第 3 章 で は、 雇 用 形 態 の 変 化、 具 体 的 に は 非 正 規 雇 用 の 増 加 の 原 因 に つ い て、
景 気 動 向、 労 働 の 需 要 面 ・ 供 給 面、 法 制 度 等 の 面 か ら 分 析 す る。
４　総務省 2018b
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第 ２ 節 　 労 働 需 要 面
　 非 正 規 雇 用 労 働 者 を 活 用 す る 理 由
７
を み る と、2003 年、2007 年、2010 年 に お
い て い ず れ も 「賃 金 の 節 約 の た め」 と 回 答 し た 割 合 が 最 も 高 く、 次 い で 「1 日、
週 の 中 の 仕 事 の 繁 閑 に 対 応 す る た め」 と 回 答 し た 割 合 が 高 い。 回 答 割 合 が 上 昇 傾
向 に あ る の は、「高 年 齢 者 の 再 雇 用 対 策 の た め」 で あ る。
　 契 約 社 員、派 遣 労 働 者、パ ー ト タ イ ム 労 働 者、嘱 託 社 員 を み る と
８
、契 約 社 員 は 「専
門 的 業 務 に 対 応 す る た め」、 派 遣 労 働 者 は 「即 戦 力 ・ 能 力 の あ る 人 材 を 確 保 す る
た め」、パ ー ト タ イ ム 労 働 者 は「賃 金 の 節 約 の た め」が 最 も 高 い。 嘱 託 社 員 で は 「高
年 齢 者 の 再 雇 用 対 策 の た め」 が 突 出 し て 高 い。
　 産 業 別 を み る と、 多 く の 産 業 が 「賃 金 の 節 約 の た め」 と 回 答 し て い る。 ま た、
非 正 規 雇 用 者 数 の 増 加 が 著 し い 「サ ー ビ ス 業」「卸 売 業 ・ 小 売 業」 で は、「1 日、
週 の 中 の 仕 事 の 繁 閑 に 対 応 す る た め」 の 割 合 が 高 い。
　 以 上 の こ と か ら、 多 く の 企 業 が 人 件 費 削 減 の た め に 非 正 規 雇 用 者 を 求 め て お
り、 目 的 に 応 じ て 非 正 規 雇 用 者 を 使 い 分 け て い る こ と が わ か る。 ま た、 非 正 規 雇
用 者 の 労 働 力 調 整 の し や す さ に 需 要 が あ る と わ か る。
　
第 ３ 節 　 労 働 供 給 面
　 正 社 員 以 外 の 労 働 者 が 現 在 の 就 業 形 態 を 選 択 し た 理 由
９
を み る と、2003 年 に は
「家 計 の 補 助、 学 費 等 を 得 た い か ら」 が 35.0% で 一 番 多 く、「自 分 の 都 合 の よ い 時
間 に 働 け る か ら」 が 30.9% と 次 に 多 い。2007 年 と 2010 年 で は、「自 分 の 都 合 の
よ い 時 間 に 働 け る か ら」 が 一 番 多 く、 次 に 「家 計 の 補 助、 学 費 等 を 得 た い か ら」
が 多 い。「正 社 員 と し て 働 け る 会 社 が な か っ た か ら」 と 回 答 し た 割 合 は、2003 年
に は 25.8% と 4 人 に 1 人 が 回 答 し て お り、2007 年 は 18.9%、2010 年 に は 22.5%
５　厚生労働省 2013b:185-186
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と 2 割 前 後 が 消 極 的 な 選 択 で あ っ た こ と が わ か る。 近 年 の 不 本 意 非 正 規 労 働 者 割
合 は、2013 年 か ら 2017 年 に か け て 不 本 意 非 正 規 比 率 が 下 が っ て い る。 一 方 で、
正 社 員 を 希 望 す る 非 正 規 雇 用 者 の 割 合 は 上 昇 傾 向 に あ る
１０
。
　 正 社 員 以 外 の 労 働 者 が 正 社 員 に な り た い 理 由
１１
を み る と、 い ず れ の 就 業 形 態 に
お い て も 「正 社 員 の 方 が 雇 用 が 安 定 し て い る か ら」 と 「よ り 多 く の 収 入 を 得 た い
か ら」 の 割 合 が 高 い。 非 正 規 雇 用 労 働 者 の 雇 用 の 不 安 定 さ と、 正 社 員 と の 賃 金 格
差 が 表 れ て お り、 そ れ ら に 不 満 を 持 っ て い る こ と が わ か る。
　 以 上 の こ と か ら、 労 働 者 は 自 分 の 目 的 に あ っ た 働 き 方 を す る た め に 非 正 規 労 働
者 と な る が、 正 社 員 で 働 け る 場 が あ っ た ら 正 社 員 と し て 働 き た い と 考 え て い る こ
と が わ か る。 労 働 供 給 面 が 非 正 規 雇 用 の 増 加 を 促 し て い る と は 考 え に く い。
第 ４ 節 若 年 層 と 高 年 齢 者
  非 正 規 雇 用 の 増 加 は、 若 年 層 の 非 正 規 雇 用 者 の 増 加、 高 年 齢 者 の 労 働 参 加 と 非
正 規 雇 用 の 増 加 に よ る 影 響 が 大 き い と 考 え ら れ る。2003 年 か ら 2005 年 に お い て、
15 ～ 34 歳 の 非 正 規 雇 用 労 働 者 比 率 変 化 効 果、 つ ま り 若 年 層 の 非 正 規 雇 用 労 働 者
の 割 合 が 増 え た こ と が 非 正 規 雇 用 労 働 者 増 加 の 要 因 と し て 一 番 大 き い。2006 年、
2007 年、2012 年 を み る と 55 歳 以 上 雇 用 者 比 率 変 化 効 果 が 大 き い た め、 高 年 齢
者 の 雇 用 者 数 が 増 え た こ と が 要 因 だ と わ か る。2009 年 を 除 く 2008 年 か ら 2011
年 に お い て は、55 歳 以 上 の 非 正 規 雇 用 労 働 者 比 率 変 化 効 果 が 一 番 大 き く、 高 年
齢 者 の 非 正 規 雇 用 の 割 合 が 増 加 し た こ と が 要 因 で あ る と 読 み 取 れ る。（図 2）
　 若 年 層 の 雇 用 者 が 非 正 規 化 し て い る 理 由 に つ い て は、 総 合 研 究 開 発 機 構 が 次 の
よ う に 分 析 し て い る。
　 日 本 型 の 雇 用 形 態 を 採 用 し て い る 企 業 の 場 合、 す で に 社 内 で 雇 用 契 約 関 係 に あ
る 雇 用 者 に 対 す る 雇 用 保 護 が 重 視 さ れ る た め に、 景 気 循 環 に よ る 需 要 縮 小 局 面 で
の 雇 用 調 整 は も っ ぱ ら 新 規 採 用 を 抑 え る こ と に よ り 対 応 す る 傾 向 が 強 か っ た。 こ
う し た 対 応 は バ ブ ル 崩 壊 に 伴 い 発 生 し た 深 刻 な 雇 用 調 整 に も 適 用 さ れ、 調 整 期 間
が 長 期 化 し た こ と か ら、 こ の 時 期 に 就 職 期 を 迎 え た 若 年 層 に つ い て は 大 量 の 失 業
と 非 正 規 雇 用 が 発 生 す る こ と と な っ た。（総 合 研 究 開 発 機 構 2008：6）
　
　 ま た、 日 本 は 少 子 高 齢 化 と な り 人 口 減 少 に よ っ て 労 働 力 確 保 が 企 業 に と っ て 課
題 と な っ て い る。 そ の た め、 企 業 が 高 齢 者 の 雇 用 の 促 進 に 取 り 組 ん で お り、 定 年
退 職 後 も 契 約 社 員 や 嘱 託 社 員 と し て 働 き 続 け る 高 齢 者 が 増 え て い る の で あ る。
１０　厚生労働省 2017：37, 厚生労働省　2013b：197
１１　厚生労働省 2013c：263 「正社員以外の労働者が正社員になりたい理由」
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（出典）厚生労働省 2013b：191
第 ５ 節 　 法 制 度
　 労 働 者 派 遣 は、1947 年 に 制 定 さ れ た 職 業 安 定 法 に よ っ て 規 制 さ れ て き た。 し
か し、 経 済 の 変 化 に よ り 企 業 は 雇 用 調 整 を 余 儀 な く さ れ、 従 来 の 制 度 で は 労 働 力
を 適 切 に 確 保 す る こ と が 困 難 に な っ た
１２
。そ し て 1985 年 に 労 働 者 派 遣 法 が 成 立 し、
1986 年 に 施 行 さ れ た。 こ の 法 律 に よ っ て 適 用 対 象 業 務 を 限 定 し た 上 で 労 働 者 派
遣 事 業 が 制 度 化 さ れ た。 そ の 後、1996 年、1999 年、2003 年、2012 年、2015 年
に 労 働 者 派 遣 法 は 改 正 さ れ、 対 象 業 種 の 拡 大 や 派 遣 期 間 期 限 が 延 び た。 派 遣 労 働
者 数 は 増 加 し て お り
１３
、 労 働 者 派 遣 法 の 施 行 と 改 正 は、 非 正 規 雇 用 の 増 加 に 寄 与
し て い る と 考 え ら れ る。
第 ４ 章 　 今 後 の 雇 用 形 態
第 １ 節 　 非 正 規 雇 用 の 役 割
　 非 正 社 員 に 任 せ る 仕 事 に お い て、 量 的 側 面 （人 数 × 労 働 時 間 の 総 量） と 質 的 側
面 （求 め る 責 任 や 役 職 者） を み る と、 量 的 側 面 に よ る 非 正 規 雇 用 者 の 活 用 が 大 き
く 拡 大 し、 質 的 側 面 に つ い て は 増 加 傾 向 に あ る と い え る
１４
。
　 企 業 が 考 え る 正 社 員 ・ 非 正 社 員 の バ ラ ン ス に つ い て は、「現 状 で、 適 正 で あ る
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（や や） 高 め る 必 要 が あ る」 が 17.6%、「現 状 よ り 非 正 社 員 比 率 を （や や） 高 め る
必 要 が あ る」が 14.4% で あ る
１５
。非 正 規 雇 用 者 が 多 い サ ー ビ ス 業 に つ い て み る と、「宿
泊 業、 飲 食 サ ー ビ ス 業」 に お い て、「現 状 よ り 非 正 社 員 比 率 を （や や） 高 め る 必
要 が あ る」 が 29.5% で あ り、他 の 産 業 よ り も 高 い 数 値 で あ る。「宿 泊 業、飲 食 サ ー
ビ ス 業」 は 仕 事 の 繁 閑 に 応 じ る 必 要 性 が 高 い た め、 雇 用 調 整 が し や す い 非 正 規 雇
用 者 を 求 め て い る と い え る。
　 非 正 規 雇 用 の 役 割 に つ い て み る と、 非 正 社 員 に 任 せ る 仕 事 が 質 量 の 両 面 に お い
て 増 加 し て お り、 非 正 社 員 の 基 幹 化 ・ 戦 力 化 が 見 受 け ら れ る。 上 記 の よ う に 約 半
数 の 企 業 が 正 社 員 比 率 を 高 め る 必 要 が な い と 考 え て い る 一 方 で、 非 正 社 員 に 求 め
る 業 務 ・ 役 割 が 高 度 化 す る 傾 向 に あ る。
　
第 ２ 節 　 多 様 な 正 社 員
　 近 年、 日 本 で は 多 様 な 働 き 方 が 進 め ら れ て い る。 な か で も 職 種 や 労 働 時 間、 勤
務 地 を 限 定 し た 多 様 な 正 社 員 は 労 働 者 の ニ ー ズ に 対 応 し た 雇 用 形 態 で あ る。 多 様
な 正 社 員 区 分 は 2011 年 時 点 で 約 5 割 の 企 業 が 導 入 し て い る
１６
。 多 様 な 正 社 員 区 分
と し て、 職 種 限 定 は 約 85%、 勤 務 地 限 定 は 約 37%、 労 働 時 間 限 定 は 約 14% の 企
業 が 導 入 し て お り、 こ れ ら の 要 素 を 複 数 組 み 合 わ せ て い る 区 分 も み ら れ る
１７
。
　 企 業 が 正 社 員 に 複 数 の 雇 用 区 分 を 設 け て い る 理 由 は、「優 秀 な 人 材 を 確 保 す る
た め 」 が 43.3% と 一 番 多 く、 次 に 「 従 業 員 の 定 着 を 図 る た め 」 が 38.5%、「 仕 事
と 育 児 や 介 護 の 両 立 （ワ ー ク ・ ラ イ フ ・ バ ラ ン ス） 支 援 の た め」 が 23.7% と な っ
て い る ( 図 3)。
　 ま た、 今 後 正 社 員 に 複 数 の 雇 用 区 分 を 設 け た い 企 業 の 目 的 は、「仕 事 と 育 児 や
介 護 の 両 立 （ワ ー ク ・ ラ イ フ ・ バ ラ ン ス） 支 援 の た め」 が 44.1% と 一 番 多 く、 次
に 「優 秀 な 人 材 を 確 保 す る た め」 が 40.4%、「従 業 員 の 定 着 を 図 る た め」 が 33.1%
と な っ て い る。 正 社 員 に 雇 用 区 分 を 設 け て い る 企 業 と 設 け た い 企 業 の ど ち ら で も
上 位 3 位 ま で の 回 答 は 変 わ ら な い。「賃 金 の 節 約 の た め」 が 上 位 4 位 で あ り、 コ
ス ト 面 の 目 的 も あ る こ と が わ か る。
　 ま た、 多 様 な 正 社 員 区 分 を 設 け て い る こ と に よ る 効 果 は、「 人 材 の 確 保 」 が
40.0% と 最 も 多 い
１８
。 正 社 員 に お け る 雇 用 区 分 の 多 様 化 は、 労 働 力 確 保 に つ な が る
と い え る。
　 非 正 社 員 か ら 多 様 な 正 社 員 と な る に あ た っ て、 労 働 政 策 研 究 報 告 書 は 「非 正 社
員 か ら 限 定 正 社 員 へ と 転 換 し た 人 は、 賃 金、 労 働 時 間、 仕 事 内 容、 能 力 開 発 機 会
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非 正 社 員 か ら 多 様 な 正 社 員 へ の 登 用 制 度 や 慣 行 が あ る 企 業 は 全 体 の 約 4 割
１９
で あ
り、 非 正 社 員 が 正 社 員 へ シ フ ト す る こ と は 簡 単 で は な い の が 現 状 で あ る。
（出典）厚生労働省 2012：8
お わ り に
　 日 本 は 非 正 規 雇 用 が 増 加 し 続 け、 現 在 は 雇 用 者 の 3 人 に 1 人 が 非 正 規 雇 用 者
で あ る。 日 本 型 雇 用 慣 行 が 適 用 さ れ な い 非 正 規 雇 用 者 は、 正 規 雇 用 者 に 比 べ て 賃
金 が 安 く 解 雇 さ れ や す い。 バ ブ ル 経 済 崩 壊 後、 需 要 面 か ら の 雇 用 調 整 圧 力 が か か
り、 企 業 は リ ス ト ラ を は じ め 人 件 費 削 減 を 進 め た。 そ の 後 も 経 済 の 長 期 低 迷 に よ
り、 人 件 費 圧 縮 と 雇 用 調 整 が 継 続 さ れ 非 正 規 雇 用 者 の 需 要 は 高 ま っ た の で あ る。
さ ら に、 新 規 採 用 は 減 り 若 年 層 の 大 量 失 業 と 非 正 規 化 を も た ら し た。 そ の た め、
年 々 若 年 層 の 非 正 規 化 が 進 ん で い る。 景 気 に よ っ て 雇 用 調 整 が 働 く た め、 景 気 が
悪 化 し た 場 合、 さ ら に 非 正 規 雇 用 が 増 加 す る と 考 え ら れ る。
　 ま た、 法 制 度 に お い て も 雇 用 調 整 の た め に 施 行 ・ 改 正 を 余 儀 な く さ れ た。 適 切
な 労 働 力 確 保 の た め に 労 働 者 派 遣 法 が で き、 当 初 は 一 部 の 業 種 に 限 定 さ れ て い た
が、 改 正 を 続 け 対 象 業 種 や 派 遣 期 間 が 拡 大 し、 非 正 規 雇 用 者 の 増 加 に 寄 与 し た と
考 え ら れ る。
　 日 本 の 少 子 高 齢 化 は 雇 用 形 態 に も 大 き く 影 響 を 与 え た。 労 働 力 確 保 が 企 業 の 課
題 と な り、 高 齢 者 の 雇 用 促 進 に 取 り 組 ん で い る。 定 年 退 職 後 に 契 約 社 員 や 嘱 託 社
員 と し て 働 く 高 齢 者 が 増 加 し て お り、 こ の 傾 向 は 加 速 す る に 違 い な い。 日 本 に お
け る 労 働 力 の 高 齢 化 は 必 至 で あ り、 契 約 社 員 と 嘱 託 社 員 の 割 合 は 増 加 す る と 推 測
で き る。
　 不 本 意 非 正 規 雇 用 者 の 割 合 は 減 少 傾 向 に あ る が、 正 社 員 に な り た い 非 正 規 雇 用
１９　厚生労働省 2012：34
図 3 正社員に複数の雇用区分を設けている / 設けたいと考えている目的 ( 複数回答 )
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者 の 割 合 は 年 々 増 加 し て い る。 労 働 者 が 非 正 規 雇 用 を 求 め て い る の で は な く、 自
分 に 合 っ た 働 き 方 と 正 規 雇 用 と し て 働 け る 場 を 求 め て い る の で あ る。 こ う し た
中、 多 様 な 正 社 員 が 導 入 さ れ つ つ あ る。 約 半 分 の 企 業 が 多 様 な 正 社 員 の 雇 用 区 分
を 導 入 し、 雇 用 形 態 の 選 択 肢 が 広 が っ て い る と い え る。
　 今 後、 非 正 規 雇 用 と 正 規 雇 用 の 両 方 に お い て 多 様 な 働 き 方 が 求 め ら れ る に 違 い
な い。 一 方 で、 非 正 規 雇 用 者 が 正 規 雇 用 へ と シ フ ト で き る か が 課 題 で あ る。
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